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�愛媛県告示第５２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２５年１月２５日

�愛媛県告示第５１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関が、名称を次のように変更した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）……３０

○ 急傾斜地崩壊危険区域の指定（２件）……………………………………………………………………………………………………………………（砂防課）……３０

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）……３１

○ 道路の区域変更（県道新居浜別子山線）……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……３１

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……３１

○ 道路の区域変更（県道節安下鍵山線）………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）……３２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……３２

公 告
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監 査 公 表
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公営企業公告
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

医 療 機 関 の 名 称 開 設 者 の 氏 名

又 は 名 称
所 在 地 変 更 年 月 日

旧 新

医療法人綮愛会石川病院 社会医療法人石川記念会石川
病院 社会医療法人石川記念会 四国中央市上分町７３２－１ 平成２４年１２月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２４３９号 平成２５年１月２５日

平成２５年１月２５日金曜日 第２４３９号
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愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定福祉用具販売事業者）を次のように指定した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

重松整形外科 重 松 泰 介 今治市南鳥生町２丁目３
番４３号

平成２４年
１２月３１日

菊原外科医院 菊 原 靖 大洲市若宮７１１－４ 平成２４年
１２月３１日

アリモト歯科医
院 有 元 亮 介 今治市鯉池町１－４－２６ 平成２５年

１月２日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 平成２４年１２月１日

有限会社和みの会 大洲市新谷乙９１７番地１ グループホーム春のうらら 大洲市新谷乙９１７番地１ 平成２４年１２月１日

有限会社マイン 松山市喜与町１丁目３番地１ マイ薬局大洲店 大洲市東大洲８４－１ 平成２４年１２月１日

株式会社ナチュラル・べラ 伊予郡砥部町三角７２７番地３ ヘルパーステーションみなみ 伊予郡砥部町三角７２７番地３ 平成２４年１２月１日

株式会社アコンプリシー 松山市朝生田町六丁目２番５
号 ショートステイ笑歩会保田 宇和島市保田甲９８１番地１ 平成２４年１２月６日

株式会社アインファーマシー
ズ

札幌市東区東苗穂５条１丁目
２番１号 アイン薬局四国中央店 四国中央市上分町７３４－３ 平成２４年１２月１７日

社会福祉法人今治市社会福祉
協議会

今治市南宝来町１丁目９番地
８

今治市社協小規模多機能ゆい
の村

今治市大三島町野々江２４３５番
地１４ 平成２５年１月１日

社会福祉法人今治市社会福祉
協議会

今治市南宝来町１丁目９番地
８

今治市社協グループホームゆ
いの里

今治市大三島町野々江２４３５番
地１４ 平成２５年１月１日

社会福祉法人はぴねす福祉会 新居浜市若水町一丁目９番１３
号

訪問看護ステーションはぴね
す

新居浜市喜光地町一丁目４番
１９号 平成２５年１月４日

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特 定 福 祉 用 具 販 売 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 平成２４年１２月１日

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号
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�愛媛県告示第５６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（特定介護予防福祉用具販売事業者）を次のように指定

した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の名称及び居宅介護事業を行

う事業所の名称が次のように変更された。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の名称及び介護予防事業を行

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 平成２４年１２月１日

有限会社和みの会 大洲市新谷乙９１７番地１ グループホーム春のうらら 大洲市新谷乙９１７番地１ 平成２４年１２月１日

有限会社マイン 松山市喜与町１丁目３番地１ マイ薬局大洲店 大洲市東大洲８４－１ 平成２４年１２月１日

株式会社ナチュラル・べラ 伊予郡砥部町三角７２７番地３ ヘルパーステーションみなみ 伊予郡砥部町三角７２７番地３ 平成２４年１２月１日

株式会社アコンプリシー 松山市朝生田町六丁目２番５
号 ショートステイ笑歩会保田 宇和島市保田甲９８１番地１ 平成２４年１２月６日

株式会社アインファーマシー
ズ

札幌市東区東苗穂５条１丁目
２番１号 アイン薬局四国中央店 四国中央市上分町７３４－３ 平成２４年１２月１７日

社会福祉法人今治市社会福祉
協議会

今治市南宝来町１丁目９番地
８

今治市社協小規模多機能ゆい
の村

今治市大三島町野々江２４３５番
地１４ 平成２５年１月１日

社会福祉法人今治市社会福祉
協議会

今治市南宝来町１丁目９番地
８

今治市社協グループホームゆ
いの里

今治市大三島町野々江２４３５番
地１４ 平成２５年１月１日

社会福祉法人はぴねす福祉会 新居浜市若水町一丁目９番１３
号

訪問看護ステーションはぴね
す

新居浜市喜光地町一丁目４番
１９号 平成２５年１月４日

介護機関（特定介護予防
福祉用具販売事業者）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特定介護予防福祉用具販売事業を行う事業所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 株式会社家具のヨコタ 今治市阿方甲２６５番地 平成２４年１２月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
社会医療法人石川記念会

四国中央市上分町７３２－１

（変更後）
社会医療法人石川記念会石川
病院

四国中央市上分町７３２－１ 平成２４年１２月１日
（変更前）
医療法人綮愛会

（変更前）
医療法人綮愛会石川病院

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号

２８
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う事業所の名称が次のように変更された。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
社会医療法人石川記念会

四国中央市上分町７３２－１

（変更後）
社会医療法人石川記念会石川
病院

四国中央市上分町７３２－１ 平成２４年１２月１日
（変更前）
医療法人綮愛会

（変更前）
医療法人綮愛会石川病院

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人丹原福祉会 西条市丹原町今井４５７－１ ヘルパーステーションル・ソ
レイユ 西条市丹原町今井４５７番地１ 平成２３年９月１日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ナチュラル・べラ ヘルパーステーションみなみ 愛媛県伊予郡砥部町三角７２７番地３ 平成２４年１２月１日 訪問介護

社会福祉法人はぴねす福祉会 訪問看護ステーションはぴねす 愛媛県新居浜市喜光地町一丁目４番１９
号 平成２４年１２月２０日 訪問看護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社ナチュラル・べラ ヘルパーステーションみなみ 愛媛県伊予郡砥部町三角７２７番地３ 平成２４年１２月１日 介護予防訪問介護

社会福祉法人はぴねす福祉会 訪問看護ステーションはぴねす 愛媛県新居浜市喜光地町一丁目４番１９
号 平成２４年１２月２０日 介護予防訪問看護

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号
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�愛媛県告示第６５号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２５年１月２５日から２月７日まで

�������
�愛媛県告示第６６号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

神納

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２０号までを順次

結んだ線及び標柱２０号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

�������
�愛媛県告示第６７号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び町

�愛媛県告示第６３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社虹色のクローバー 訪問介護ステーション虹色 愛媛県新居浜市本郷一丁目７番４０号 平成２４年１２月３１日 訪問介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

廃止年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

株式会社アコンプリシー 居宅介護支援事業所笑歩会 愛媛県宇和島市保田甲９８３番地５ 平成２４年１２月５日 居宅介護支援

株式会社アクティブ 居宅介護支援事業所きらめき 愛媛県新居浜市萩生２３４８番地の４４ 平成２４年１２月３１日 居宅介護支援

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社虹色のクローバー 訪問介護ステーション虹色 愛媛県新居浜市本郷一丁目７番４０号 平成２４年１２月３１日 介護予防訪問介護

郡 市 町 村 地 番 標 柱

大洲市 河辺町 北平 ７４７番 １号

７５１番 ２号

７５４番 ３号

１１８２番 ４、１４号

１１８６番 ５、６号

１１８７番 ７号

１１８８番 ８号

１１８９番 ９、１２、１３号

１２２８番 １０、１１号

７２５番 １５号

７２１番 １６号

７２７番 １７号

７３８番 １８号

７４１番 １９号

７４４番 ２０号

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号
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役場において縦覧に供する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

名荷Ｂ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１１号までを順次

結んだ線及び標柱１１号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

�愛媛県告示第６８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

７９１番 ３号

８０２番 ４号

８４３番 ５号

８６７番 ６号

８６６番１ ７号

８４５番 ８号

８４０番１ ９号

８１０番 １０号

７９０番 １１号

郡 市 町 村 字 地 番 標 柱

上浮穴郡 久万高原町 西谷 名荷 ７８８番 １、２号

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第１７０４６号 平成２４年
７月２４日 �相互商事 檜垣 明 越智郡上島町弓削久司浦

７２４
平成２４年
１２月４日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２３）第１５９５０号 平成２３年
６月５日 越智工業 越智 修 今治市中寺１０３０ 平成２４年

１２月１２日

土木工事業、石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第１０３９１号 平成２３年
１２月２６日 �真互工務店 高橋 弘二 四国中央市金生町下分７２

－３
平成２４年
１２月２５日

土木工事業、建築工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線 新居浜市別子山字別子山乙５５５番２３９

旧 ４．５～６．０ ０．００１

新 ５．８～６．０ ０．００１

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１

旧 ６．０～１３．４ ０．０３４

新 ７．５～１３．７ ０．０３４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市別子山字別子山乙５５５番２３９ 平成２５年１月２５日

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１ 〃

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積 予定価格

西条市大野３７９番４ 宅 地 ４３５．５８� ５，７１０，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２５年１月２５日（金）から平成２５年２月１５日（金）まで

の執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県農林水産部森林局森林整備課公有林整備係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６０２

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送

達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定

する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信

書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち

書留郵便に準ずるものに限る。以下同じ。）により提出する

こと。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２５年２月１５日（金）午後

５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交

付場所並びに問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２５年２月７日（木）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２５年２月２１日（木）午前１０時

� 入札及び開札の場所

�愛媛県告示第７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月２５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 節安下鍵山線
北宇和郡鬼北町大字父野川上１４０４番２から

同大字上２７３番３まで

旧 ３．６～４２．４ ０．２４６

新 ７．４～４２．８ ０．２４２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 節安下鍵山線
北宇和郡鬼北町大字父野川上１４０４番２から

同大字上２７３番３まで
平成２５年１月２５日

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号
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監 査 公 表

愛媛県西条市丹原町池田１６１１番地

愛媛県西条第二庁舎４階大会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用

に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り

払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地

を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公表第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２５年１月２５日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

用 地 課 平成２４年８月６日

（監査の結果）

代執行費用徴収金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、

収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 ２者 ３，７３９，２９９ 平成２４年５月３１日現在

（措置の内容）

代執行費用徴収金については、平成２３年度末収入未済額３，７３９，２９９円

に対し、平成２４年４月９日に督促状を債務者２名に送付するとともに、

訪問又は電話連絡により納付指導を行ったが納付がなかったため、やむ

なく財産の差押えを行い、債務者１名については、差押財産の売却通知

後の同年６月２５日に３，７２８，４５２円の自主納付があり、残り１名について

は、同年７月２６日に差押財産の換価により、１０，８４７円を収納し、収入未

済金全額の回収を終えたところである。

今後、代執行費用徴収金が生じた場合には、納期限内の収入確保及び

収入未済金が生じた場合の適切な債権管理に努めてまいりたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 産 業 経 済 部
平成２４年７月２３日、
平成２４年７月２４日

（監査の結果）

職員（２名）の特地勤務手当について、適用する級別区分の誤りによ

り、計６０４，２５４円の支給不足があった。

（措置の内容）

平成２４年８月７日に追給処理をしており、給与明細書や個人別人事給

与項目一覧表の確認を徹底し、再発防止に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

四 国 中 央 土 木 事 務 所 平成２４年７月２４日

（監査の結果）

１ 行政財産使用料（１件１，５００円）が未調定となっていた。

２ 職員の不注意により公用車による事故が発生（１件）し、当該車両

の廃車があった。

（措置の内容）

１ 未調定であった行政財産使用料について、使用者へ事情を説明した

後、調定を行い、平成２４年５月１７日に１，５００円が納付された。今後は

調定漏れのないよう精査をし、事務処理をいたしたい。

２ 事故が起きた場合には、長期間、公用車を使用できないため公務に

支障が生じ、修理費等の費用も計上されるため、運転者には交通法規

の遵守の徹底、また、公用車の整備や運転者の体調管理に万全を期す

よう一層の指導をいたしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 総 務 企 画 部 平成２４年７月１１日

（監査の結果）

愛 媛 県 報平成２５年１月２５日 第２４３９号
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県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ５９６，１１２，２４９ １，６０９，４８５，６８０ ２，２０５，５９７，９２９
平成２４年
５月３１日
現在

２２年度 ８１２，６８５，６６６ １，６３６，９９９，３０６ ２，４４９，６８４，９７２

差引増減 △２１６，５７３，４１７ △２７，５１３，６２６ △２４４，０８７，０４３

（措置の内容）

愛媛県徴収確保対策本部において滞納整理方針及び数値目標を策定し、

計画的な滞納整理を進めている。

滞納に対しては、色付き封筒（黄・赤）による一斉文書催告、財産調

査、預貯金・生命保険等の債権差押、タイヤロックを活用した自動車差

押、捜索、インターネット公売による換価処分など厳正な滞納処分を実

施するとともに、生活困窮者や差押えるべき財産がない者を見極めて執

行停止している。

特に、滞納額・件数が多い自動車税については、自動車税納期内納付

キャンペーン（街頭啓発など）の実施や、納税者の利便を図るためのコ

ンビニ収納の導入により納期内自主納税を推進するとともに、自動車税

グループを設置して自動車税の滞納案件を集約し、滞納整理の効率化を

図っている。

また、平成２４年度からは、愛媛県特別滞納整理班を設置して、各地方

局・支局がそれぞれ担当していた滞納案件のうち、容易に財産を発見で

きない徴収困難案件と煩雑な事務を伴う公売案件を集約し、効果的かつ

効率的な滞納整理に取り組んでいる。

今後も、税負担の公平性と県税収入の確保を図るため、納期内納付の

促進と収入未済額の縮減に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局 健 康 福 祉 環 境 部 平成２４年７月１１日

（監査の結果）

生活保護費戻入金について、地方自治法施行令第１７１条等に基づく督

促をしていないものがあった。

（措置の内容）

生活保護費戻入金について、納入期限を経過しても納付されない場合

は、その都度督促状を発行するとともに、督促後納付されない場合は、

随時催告を行うこととした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
平成２４年７月１８日、
平成２４年７月１９日

（監査の結果）

収入未済の賠償金（公用車事故に伴うもの。）について、適切に債権

管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ２３６，７７５ 平成２４年５月３１日現在

（措置の内容）

愛媛県債権管理マニュアルに基づき、平成２３年４月６日から毎週催告

（電話・訪問・文書）を行った結果、計４８回の分割分納を認め、平成２４

年３月２７日に第１回目の分割金５，０００円が納付された。

その後、順調に毎月の納付が履行され、平成２４年１０月末までの納付

（８回）を確認している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２４年５月１７日

（監査の結果）

子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保と収入未

済額の縮減に、引き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 ８９２，７１４ ２，９２２，７０３ ３，８１５，４１７

平成２４年５月
３１日現在２２年度 １，０７８，９８５ ２，８３７，１７３ ３，９１６，１５８

差引増減 △１８６，２７１ ８５，５３０ △１００，７４１

（措置の内容）

子ども療育センター利用料金については、保護者等に対し、施設サー

ビス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明するな

どして、納期限内の収入確保に努めた。

また、滞納となった者については、督促状・催告書の送付や電話催告

のほか、来所の機会（夜間・休日を含む。）や自宅訪問による直接面談

を行い、早期納入について指導するなど収入未済額の縮減に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入に留意するとともに、収入未済額の縮

減については、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一層努め

たい。

区 分

収入未済額（円）

平成２４年度への繰越額
（平成２３年度末現在） 平成２４年１０月３１日現在

滞
納
繰
越
分

平成１８年度～
平成２２年度分 ２，９２２，７０３ ２，７０４，１５６

平成２３年度分 ８９２，７１４ ６５７，０９６

計� ３，８１５，４１７ ３，３６１，２５２

平成２４年度分� － １，００４，１０９

合計（�＋�） ３，８１５，４１７ ４，３６５，３６１

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 業 大 学 校 平成２４年４月９日

（監査の結果）

収入未済の研修受講料（農家担い手支援塾）について、適切に債権管

理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２１年度 １者 ２０，０００ 平成２４年５月３１日現在

（措置の内容）

平成２１年度の受講者１名について、未収金が生じ、これまで文書通知、

電話連絡、臨戸するなどして督促、催告を重ねているが、いまだ納入さ

れていない。引き続き、粘り強く催告し、収入の確保に努めてまいりた

い。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

動 物 愛 護 セ ン タ ー 平成２４年４月１８日

（監査の結果）

１ 平成２２年度の消耗品等物品購入契約について、完了検査から最大６

月以上経過して代金を支払っていたものがあった。

２ 現金支給する新規採用職員（１名）の５月分給与及び６月分期末手

当について、給与資金前渡担任者が支給定日から最長で７日以上遅延

して支給していた。

（措置の内容）

１ 請求書類の訂正、契約書類の遅れ、担当者の失念等により処理に手

間取り、時間を要したものであり、今後は支払漏れ、遅延のないよう

迅速な処理及び購入物品と請求の確認を徹底し、適正な会計処理に努

めることとした。

２ ４月に口座関係書類を提出していたが、電算手続が完了しておらず、

結果的に５・６月分と６月期末手当分が給与資金前渡担任者の口座に

入金され、その間給与支給の確認を怠った上、本人からの申出もなか

ったため、支給が遅れたものである。

新規採用職員の配置時の給与振込口座の申請等の事務と給与支払に

ついて、処理漏れのないよう確認を徹底するとともに、支給額等の本

人確認についても徹底することとした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

心 と 体 の 健 康 セ ン タ ー 平成２４年４月９日

（監査の結果）

職員の週休日及び勤務時間の割振りについて、職員の休日、休暇並び

に勤務時間等に関する条例、同規則及び愛媛県心と体の健康センターに

勤務する職員の勤務時間等に関する規程に基づき、平成１３年４月１日を

起算日とする毎４週間につき所属長が職員ごとに指定する８日を週休日

とすべきにもかかわらず、適正な割振りとなっていなかった。

（措置の内容）

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例等に基づき、職員ご

とに毎４週間につき８日を週休日として指定することとした。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 林 水 産 研 究 所

平成２４年４月９日、
平成２４年４月１７日、
平成２４年５月１７日、
平成２４年５月２２日

（監査の結果）

車両系建設機械（５台）について、労働安全衛生法第４５条に基づく特

定自主検査を実施しないまま使用していた。

（措置の内容）

特定自主検査を未実施だった車両系建設機械５台のうち、４台は直ち

に特定自主検査を実施し、残り１台は、使用不能で未使用だったため、

廃棄処分とした。

また、自主検査については、毎月、車両の使用者が点検し、定期自主

検査記録簿に実施日を記入し、押印するよう改善した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 教 育 事 務 所 平成２４年５月１５日

（監査の結果）

教育職員免許法第９条の３第３項又は免許状更新講習規則第９条に規

定する受講対象者に該当することの証明事務に係る収入証紙による手数

料収入について、申請者が大学へ提出する免許状更新講習受講申込書に

かかる証明事務の手数料を徴していないものがあったため、計４，０００円

収入不足となっていた。

（措置の内容）

収入不足分（４，０００円）について、該当者３名に連絡・説明の上、証

明願を提出いただき、証明事務の手数料を平成２４年１月１６日に徴収した。

今後は、教員免許更新講習の受講対象者から、申込書ごとに証明手数

料を漏れなく徴収するよう所内で周知徹底し、再発防止に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

図 書 館 平成２４年４月１７日

（監査の結果）

空調設備保守点検業務委託契約について、消費税相当額などの積算を

誤ったため、予定価格を１２５，００９円過大に決定していた。

（措置の内容）

予定価格算定に当っては、平成２３年度契約分まで図書館単独により算

定していたが、平成２４年度契約に係る算定より最低制限価格導入による

全庁統一された算定方式に変更している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

野 村 高 等 学 校 平成２４年１月１６日

（監査の結果）

車両系建設機械（１台）について、労働安全衛生法第４５条に基づく特

定自主検査を実施しないまま使用していた。

（措置の内容）

直ちに業者による点検を実施した。今後は法規にのっとり適切に対応

したい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

三 間 高 等 学 校 平成２３年１２月２６日

（監査の結果）

ＰＴＡとの委託販売契約により売却する生産品（ハボタン）について、

委託販売の意思決定を行う前に購入希望者へ引渡していたものがあった。

（措置の内容）

全ての農業機械科の生産品は、生産、販売、廃棄などの際にその都度

「生産報告並びに処分及び分類変更伺」を作成することにより数量確認

を行うこととした。

事務課では、「生産報告並びに処分及び分類変更伺」と現物を確認す

ることにより、生産品受払簿に数量等を記載することとした。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

北 宇 和 高 等 学 校 平成２３年１２月２６日

（監査の結果）

車両系建設機械（３台）について、労働安全衛生法第４５条に基づく特

定自主検査を実施しないまま使用していた。

（措置の内容）

労働安全衛生法第４５条に基づき、直ちに特定自主検査を実施した。今

後も労働安全衛生法にのっとり、継続していくこととする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 警 察 署 平成２４年２月１日

（監査の結果）

１ 収入未済の損害弁償金について、引き続き適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１８年度 １者 ７９９，９３１ 平成２４年５月３１日現在

２ 薬物取締車エンジン取替修繕契約について、道路運送車両法などに

基づく日常点検整備を確実に実施していれば防止できた故障により、

不経済な支出が発生していた。

３ 職員の不注意により警察車両による事故が発生（６件）し、当該車

両、相手方の車両及び物品の毀損があった。

（措置の内容）

１ 損害弁償金の未収金については、債務者が服役中に支払誓約書を徴

収し、時効を中断させているが、平成２３年４月に仮釈放となってから

所在不明となっている。

このため、今後も、所在確認を継続して行い、可能な限り早期の納

入に努めることとする。

２ 日常点検が、形骸化していたことにより、エンジンオイルの枯渇に

気付かず、エンジンの焼付きが発生したものである。

故障発生直後から、毎朝礼終了後、幹部立会のもと、確実な目視に

よる点検整備を実施し、また、車両担当者が、エンジンオイルの交換

時期を確実に把握して、運転者に対して確実にオイル交換を促すなど、

再発防止に努めている。

３ 警察車両の交通事故防止のため、朝礼、幹部会議及び定例研修会な

ど様々な機会をとらえ、署員による一口講話や幹部による指導教養を

行うほか、緊急走行での交差点進入時の徐行、安全確認及び後退時に

おける誘導員の配置などの改善策を実施して、職員の意識高揚と事故

防止策に努めている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

伯 方 警 察 署 平成２４年２月１０日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（１件）し、当該車両

を廃車したほか、物品の毀損があった。

（措置の内容）

職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施して

いる。

１ 公用車両の整備点検

毎日、朝礼終了後、全車両始業点検を実施し異常の有無を確認する

とともに、随時、目視点検を実施し公用車両管理の徹底に努めている。

２ 教養資料等による交通事故防止の意識の高揚

署に安全運転推進委員会を設置し、当該委員会で協議した事項を取

りまとめた事故防止対策マニュアルを作成、配布するなど、職員個々

の安全運転に対する意識の醸成に努めているほか、随時、交通事故防

止に関する警察署独自の教養資料を作成し、全職員に配布、交通事故

防止教養に活用している。

３ 各種会議等における指導教養の実施

幹部（署長・副署長・各課長）会議、月１回実施している職員全体

会議（定例研修会）などにおいて、交通事故防止に関する指導教養を

実施し、交通事故防止の徹底を図っている。

４ 運転技能訓練の実施

署独自で、制動訓練やスリップ防止訓練などの実践的な自動車走行

訓練及び本部員を講師とした実技指導を実施し、職員の運転技能向上

に努めている。

５ 交通事故を起こした職員に対する対策

交通事故を起こした職員本人に車両運転時における自己の弱点を自

覚させ、当該職員の運転適性を踏まえた的確な個別指導を行うため、

運転適性検査及び実技指導を実施し、その結果を当該職員に通知して

いる。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 西 警 察 署 平成２４年２月１０日

（監査の結果）

職員の不注意により警察車両による事故が発生（２件）し、うち１台

の警察車両を廃車したほか、相手方の車両の毀損があった。

（措置の内容）

職員による警察車両の交通事故防止については、次の施策を実施して

いる。

１ 公用車両の整備点検

朝礼終了後、幹部立会いのもと、始業点検を実施するとともに、随

時、目視点検を行い車両管理の徹底を図っている。

２ 交通事故防止意識の高揚

毎日の朝礼において、副署長が天候、事故事例に即した具体的な指

示を行い、職員の事故防止に対する注意を喚起している。

また、全職員に教養資料の配布、幹部によるスキルアップ教養及び

若手職員の一口講話を実施し、職員の体験発表、車両運転時の遵守事

項の唱和を行っている。

３ 幹部による指導教養の徹底

幹部会、研修会等において、交通事故発生時の損失や影響を理解さ

せる職場教養を行い、職員の交通事故防止の徹底を図っている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

西 予 警 察 署 平成２４年２月６日

（監査の結果）

産業廃棄物収集・運搬及び処分委託契約について、廃棄物の処理及び

清掃に関する法律に基づき廃棄物の収集運搬業者と処分業者が異なる場

合は、それぞれの業者と個別に契約すべきにもかかわらず、受託者と異

なる業者が処分業務を行う内容の契約を受託者１者のみと随意契約で締

結していた。

（措置の内容）

産業廃棄物処理委託について、契約時点で焼却炉の故障により処分業
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２５年１月２５日

愛媛県立中央病院長

西 村 誠 明

１ 入札に付する事項

� 件名

感染性廃棄物処分業務の委託

� 委託業務名及び予定数量

感染性廃棄物処分業務：約４，５００，０００リットル

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

松山市及び近隣市町にある処理施設に限る。

� 入札方法

入札金額は、１リットル当たりの単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２３・２４・

２５年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の業務の実績を有し、委託業務について、

適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証明し

た者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２５年３月１１日（月）午後１時３０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２５年１月２５日（金）から２月２２日（金）までの執務時

務が出来ない業者と分かっていたが、事前に処分業務については別業者

へ再委託していれば契約が可能であると誤認し、収集・運搬と処分の両

方を行う内容の契約を締結したものである。

これは、産業廃棄物の処分に係る委託契約に対する認識不足等による

ものであり、指摘を受けた直後の産業廃棄物委託においては、収集・運

搬及び処分まで可能な別業者と契約を締結したところである。

今後についても、契約に際して十分な調査を行うこととし、適正な会

計事務処理に努めることとする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 警 察 署 平成２４年２月６日

（監査の結果）

損害弁償金について、納期限内の収入確保に努めるとともに、収入未

済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

２３年度 １者 ３６０，０００ 平成２４年５月３１日現在

（措置の内容）

公務執行妨害並びに道路交通法違反事件にかかる公有財産（公用車両）

損害弁償金の未収入金であり、債務者に対し納入通知、督促、電話によ

る支払催促を頻繁に行っている。

債務者は、損害弁償金を数回に分けて現金書留で送金してきており、

平成２４年８月３１日現在、３４，６５７円を納入している。今後も電話等により

継続して支払催促を行い、早期の収納に努めることとする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２４年６月１２日

（監査の結果）

廃棄物処理委託契約について、次の問題点があった。

・事業系一般廃棄物処理委託契約について、特別な理由もなく見積書と

異なる金額で契約を締結していた。

・事業系一般廃棄物処理委託契約と産業廃棄物処理委託契約について、

それぞれが独立した契約であるにもかかわらず、２契約合わせて、一

つの予定価格を設定していた。

（措置の内容）

・事業系一般廃棄物処理委託契約については、平成２４年２月１４日付けで

委託料の変更契約を締結した。今後は、公営企業会計規程等に基づき、

適切な事務処理に努めるよう周知徹底した。

・予定価格については、契約単位ごとに設定するよう周知徹底した。平

成２４年度の事業系一般廃棄物処理委託契約と産業廃棄物処理委託契約

については、契約単位ごとに予定価格を設定し、契約書も作成してい

る。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

新 居 浜 病 院 平成２４年６月７日

（監査の結果）

個人医業未収金及び医業外未収金について、地方自治法施行令第１７１

条等に基づく督促をしていなかった。

（措置の内容）

指摘後、未収金に係る督促を実施した。今後は、法令及び未収金取扱

要領に即した事務処理をするよう努める。
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間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年３月１１日（月）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できることを証明する書類を、平成２５年２月２２

日（金）までの執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなけ
ればならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Disposal

of Infectious Waste for Ehime Prefectural Central Hospital，

approximately４，５００，０００ liters

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，１１March２０１３

� For further information，please contact： Accounting

Section，General Affairs Division，Secretariat，Ehime

Prefectural Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，

Ehime７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

平成２５年１月２５日 発行
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